
３　産業別組織状況（第３表）

産 業 2023年 構成比 2022年 増減数 2023年 構成比 2022年 増減数

（組合） （％） （組合） （組合） （人） （％） （人） （人）

全産業 6,506 100.0 6,559 △ 53 2,428,917 100.0 2,414,345 14,572

4 0.1 4 0 138 0.0 136 2

14 0.2 14 0 1,376 0.1 1,217 159

8 0.1 8 0 1,380 0.1 1,371 9

333 5.1 331 2 218,469 9.0 216,693 1,776

1,121 17.2 1,130 △ 9 345,017 14.2 345,877 △ 860

119 1.8 120 △ 1 17,279 0.7 17,416 △ 137

450 6.9 450 0 205,997 8.5 196,663 9,334

1,052 16.2 1,063 △ 11 211,368 8.7 214,713 △ 3,345

765 11.8 795 △ 30 338,517 13.9 349,565 △ 11,048

475 7.3 481 △ 6 272,276 11.2 277,164 △ 4,888

73 1.1 70 3 51,452 2.1 45,716 5,736

238 3.7 234 4 39,276 1.6 37,973 1,303

103 1.6 103 0 221,954 9.1 215,623 6,331

108 1.7 110 △ 2 52,640 2.2 51,317 1,323

403 6.2 409 △ 6 81,908 3.4 80,842 1,066

414 6.4 413 1 142,361 5.9 139,640 2,721

60 0.9 60 0 7,814 0.3 8,149 △ 335

356 5.5 357 △ 1 112,127 4.6 102,297 9,830

260 4.0 256 4 76,823 3.2 83,277 △ 6,454

150 2.3 151 △ 1 30,745 1.3 28,696 2,049

第３表　産業別組織状況

農業,林業

情報通信業

鉱業,採石業,
砂利採取業

建設業

製造業

※ 構成比については、端数処理のため合計が100％とならない場合がある。

組合員数組合数

学術研究,
専門・技術サービス業

分類不能の産業

サービス業（その他）

公務

複合サービス事業

教育,学習支援業

医療,福祉

電気･ガス・熱供給・
水道業

運輸業,郵便業

  産業別の労働組合数では、「製造業」が1,121組合（都内組合数の17.2％）で最も多く、以下、「運輸業，
郵便業」1,052組合（同16.2％）、「卸売業，小売業」765組合（同11.8％）の順となっている。
  組合員数では、「製造業」が34万5,017人（都内組合員数の14.2％）で最も多く、以下、「卸売業,小売
業」33万8,517人（同13.9％）、「金融業,保険業」27万2,276人（同11.2％）の順となっている。

漁業

生活関連サービス業,
娯楽業

卸売業,小売業

金融業,保険業

不動産業,物品賃貸業

宿泊業,
飲食サービス業

- ３ -


